
 

 

 

 

 

 

 

 

 

高エネルギー加速器研究機構 

インフラ長寿命化計画 

 

(行動計画) 

 

 

平成 28 年度～平成 32 年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

作成：平成 28 年 4 月 

 

 

高エネルギー加速器研究機構施設部 



高エネルギー加速器研究機構  1 
 

目  次                         …1 

 

 

Ⅰ.はじめに                        …2 

 

Ⅱ.計画の範囲                       …3 

1. 対象施設 

2. 計画期間 

 

Ⅲ.基本的な考え方                     …4 

1. 基本的な考え方 

 

Ⅳ.対象施設の現状と課題                   

1. 老朽化の状況 

（1） 高エネ研建物全体の経年劣化状況について     …5 

（2） インフラの経年劣化状況について         …6 

2. 維持管理の現状と課題                  

（1） 点検・診断の実施状況              …7 

（2） 対策の実施状況                 …8 

（3） 老朽施設の計画的対策の必要性          …9,10 

 

Ⅴ.必要施策に係る取組の方向性 

1. 点検・診断の着実な実施                …11 

2. 個別施設計画の策定 

3. 対策の着実な実施 

4. 予算管理 

5. 指針・手引きについて 

6. 体制の構築                      …12,13 

 

Ⅵ.中長期的なコストの見通し                …14 

 

Ⅶ.フォローアップ                     …15 

 

 

  



高エネルギー加速器研究機構  2 
 

Ⅰ.はじめに 

 

高エネ研では昭和４６年に「高エネルギー物理学研究所」として発足以降、

多数の研究実験施設、研究棟等を管理している。 

 

多くの研究実験施設は、世界の加速器科学の研究拠点として重要な一端を担

っている施設であるが、これらの施設の７割は建築後２５年を経過し改修を要

する施設であり、老朽化が進行している。 

 

今般、政府全体の取組として国民生活や社会経済活動を支えるインフラに関

する維持管理等の方向性を示す基本的な計画である「インフラ長寿命化基本計

画」（以下基本計画）が２５年１１月に策定されたことを受け、文部科学省とし

て「文部科学省インフラ長寿命化計画（行動計画）」（以下 文科省行動計画）

が策定された。 

高エネ研においても、文部科学省行動計画を踏まえ、高エネ研の管理する施

設の維持管理を着実に推進し施設の長寿命化に取り組むため、新たに「高エネ

ルギー加速器研究機構インフラ長寿命化（行動計画）」(以下 行動計画)として

策定し、より一層の取組の推進をするものである。 
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Ⅱ.計画の範囲 

 

1. 対象施設 

 

高エネ研が所管する建物のうち、大穂キャンパス及び東海キャンパスの施設 

ただし、借受建物及び、職員宿舎、及び収入見合いにて改修予定を立ててい

る共同利用等研究者のための宿泊施設等の小規模修繕については除くもの

とする。 

 

 

2. 計画期間 

 

基本計画及び文科省行動計画に示された平成 32 年度(2020 年度)までを対象

期間とする。 
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点検

診断

計画の策定

修繕

改修

履歴の記録

Ⅲ.基本的な考え方 

 

1.基本的な考え方 

施設の安全性・機能の確保を推進するためには、定期的な点検・診断結果を踏

まえた計画の策定、日常的な修繕・改修、改修履歴の記録を途切れることなく

実施していくことが求められている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

厳しい財政状況のなか、着実なメンテナンスサイクルを行うためには、大規模

修繕に伴うコスト増を避けるため、損傷が軽微である早期段階で予防的な修繕

を行う「予防保全的な維持管理」を基本とし、トータルコストの縮減、優先度

をつけた計画的な修繕・改修計画による予算の平準化など、中長期的視点に立

ったコスト管理を行っていく。 

また、既存施設の利用実態・今後の需要等を踏まえ、必要性の認められない

施設について、廃止・撤去の検討を進めるとともに、必要性の認められる施設

についても用途変更や・集約化が図れないかの検討を行い、既存施設の効果的

な管理運用を行っていく。 

  

メンテナンスサイクル 
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Ⅳ.対象施設の現状と課題 

 

1. 老朽化の状況 

 

高エネ研は昭和 46 年(1971 年) 「高エネルギー物理学研究所」として発足

後、昭和 60 年までにかけて、多くの施設が建設されてきた。なかでも昭和

56 年～60 年（1981～1985 年）にかけてが、建設ラッシュとなっており現在

でも未改修のまま使用されている現状である。 

インフラについても経年 15 年以上のものが 5 割を超えており、順次計画

的な改修が必要な状況が差し迫っている。 

 

（1）高エネ研建物全体の経年劣化状況について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設の老朽化状況写真（防水層の劣化による破れ） 

  

経年 25 年以上 

(m2) 
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（2）ライフラインの経年劣化状況について 

 

  

  

ライフライン経年劣化状況写真 
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2. 維持管理の現状と課題 

 

高エネ研が維持管理を行う建物のうち、経年 25 年を超えた建物は 6割を超えて

いる。そのうち、改修済みの施設は 7％であり、多くは改修が済んでいない状況

である。今後急速に老朽化が進む中で、施設の長寿命化を図る必要があり、中

長期的な維持管理計画に基づく、計画的な修繕・改修、それによるトータルコ

ストの縮減、コストの平準化が不可欠となっている。 

 

（1） 点検・診断の実施状況 

 

高エネ研では、保守点検業務を外注しており日常的に保守点検を行い、

不具合があった場合は報告をすることとしている。 

この点検により把握した変状を確実な補修に繋げる為には、メンテナン

スサイクルの定着化が不可欠であり、今後保守点検結果をスムースに補

修へ繋げていくシステムの整備を進めていく。 

現在、防水・外壁については改修履歴表を整備し、改修履歴から状態

の点数化を行い、改修優先度をつけ改修計画を整備している。今後は改

修履歴表を整備する工種の拡充を図る必要がある。 

 

（防水改修履歴表の例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12 条点検の実施が義務付けられている建物については、現在も 12 条点

検費用を確保し、点検を実施し、特定行政庁に報告をしているところで

はあるが、今後も着実な点検報告を実施していく。 

  



高エネルギー加速器研究機構  8 
 

279,598 , 
21%

421,826 , 
32%

437,289 , 
33%

44,320 , 3%

10,578 , 1%

51,105 , 4% 32,781 , 3% 43,618 , 3%

年間維持管理費(過去5年平均による）

①修繕費

②点検保守費

③運転監視費

⑤緑地管理費

⑥校地維持費

④廃棄物処分費

⑦清掃費

⑧警備費

(単位：千円）

施設関連維持管理費：1,193,611千円（全体維持管理費の内 90%）

（2） 対策の実施状況 

 

高エネ研では、年間の保守点検業務を外注し、日々の点検を適切に行

っている。また、施設関連の年間維持管理費として約１２億円程度を確

保し、保守点検整備を進めているところである。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

H22 H23 H24 H25 H26

⑧警備費 36,348 44,199 45,066 46,043 46,432

⑦清掃費 41,510 37,781 39,144 1,429 44,040

④廃棄物処分費 51,065 17,362 125,365 28,371 33,362

⑥校地維持費 17,536 6,052 15,556 3,653 10,095

⑤緑地管理費 49,347 48,151 41,529 43,193 39,382

③運転監視費 434,673 422,856 439,845 436,506 452,563

②点検保守費 413,597 452,447 422,770 422,399 397,915

①修繕費 476,322 262,943 226,965 195,588 236,174

0
200,000
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1,000,000
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年間維持管理費の推移(H22～H26年度）
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④廃棄物処分費

⑥校地維持費

⑤緑地管理費

③運転監視費

②点検保守費

①修繕費
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（3） 老朽施設の計画的対策の必要性 

 

下図に示す通り、国立大学法人等全体の経年別保有面積のうち、改修を要

する面積が全体の 30％に比べ、高エネ研における改修を要する面積は 66％

となっており、他大学施設の実情と比べても改修が進んでいない状況である。 

今後一層老朽化が進む中で、施設の長寿命化を図る必要があり、中長期的

な維持管理計画に基づく、計画的な修繕・改修、それによるトータルコスト

の縮減、コストの平準化が不可欠な状況となっている。 

 

□資料 1 国立大学法人等における 施設の経年別保有面積 

 

※資料 1「平成 28 年度予算案における国立大学法人等施設整備について」より抜粋 

□資料 2 高エネ研における施設の経年別保有面積

 

経年 25 年以上 
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基幹環境（ライフライン）の経年劣化状況については、経年 15 年以

上のライフラインが国立大学法人等 56％を対し、高エネ研は 57％の劣

化状況であり、全体平均並みの劣化状況である。 

しかし個別で見た場合には、特別高圧受変電設備の経年劣化状況が著

しく高い状況となっている。研究機能等の確保において、電力が失われ

ることは研究機能の停止を意味し、早急な対策が必要となっている。整

備が遅れているのは、他大学に比べ実験に際し電力を多く必要とするこ

とから、特別高圧受変電設備の絶対数が多いためであるが、特別高圧受

変電設備については、経年経過状況・重要度も鑑み、年間保守整備費  

6 千万円/年程度の保守整備費を確保し点検整備を行い長寿命化を図る

と同時に、年次計画を立て予算要求を行い整備計画を推進しているとこ

ろである。 

その他、主要配管・配線のライフラインについても、経年が進んでいる

状況であり、計画的な修繕・改修を行う必要がある。 

 

 

 

 

 

 

□国立大学等施設における基幹整備 

（ライフライン）老朽化の状況 

□高エネ研における基幹整備（ライフライン）

老朽化の状況 

※資料 「次期国立大学法人等施設整備 5か年計画策定に向けた最終報告」より抜粋 
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Ⅴ.必要施策に係る取組の方向性 

1.点検・診断の着実な実施 

 

現在、12 条点検について、実施が義務付けられている建物については、点検

を実施し報告を行っているところである。なお、指摘事項として挙がっていた

外壁タイルの浮きについては、予算要求を実施し、平成 27 年度の予算を充当し

修繕を実施した。 

今後も引き続き、着実な実施をするとともに、点検指摘事項についても適切

に対処をしていく。 

 また、その他の施設に関しても、点検・診断結果をメンテナンスサイクルに

確実につなげていくため、維持管理における業務内容の整理、見直し等を行い

持続可能なメンテナンスサイクルの構築に努める。 

 

 

2.個別施設計画の策定 

 

 個別施設計画の策定については、平成 32 年度までに策定をすることが文科省

行動計画において示されている。 

 高エネ研においては本行動計画を基に、平成 22 年度に策定された「中長期維

持保全計画」の内容を発展拡充させ、平成 32 年度までに 「高エネルギー加速

器研究機構インフラ長寿命化（個別施設計画）」として策定する。 

 

 

3.対策の着実な実施 

  

 個別施設計画に基づき、着実に実施ができるよう取り組むと共に、劣化状況

は刻々と進行していくことから点検・診断結果等を踏まえ、適宜計画の見直し

を実施し、常に最適な計画となるようメンテナンスサイクルの確実な実施をし

ていく。 

 

4.予算管理 

 

 老朽化した膨大な施設を良好な状態で維持管理していくために、将来的に必

要となる費用全体を見通しながら、優先順位をつけ計画的に実施できる、中長

期的視点に立ったメンテナンスサイクルを構築が不可欠である。その中で、計
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画的な維持管理による予算の平準化、突発的な大規模改修を未然に防ぐことで

のトータルコストの低減を進めることができると考える。 

 また、維持管理における必要な予算においては、原則的には機構内予算にて

措置を行うものとするが、予算規模の大きな大規模改修においては、多様な財

源の確保に努めると共に、国にも必要な予算の要求を行い、維持管理経費を効

果的に使用していくことで、着実なメンテナンスサイクルの構築を行っていく。 

 

5.体制の構築 

 

 定期的な点検・診断結果を踏まえた計画の策定、日常的な修繕・改修、改修

履歴の記録という、メンテナンスサイクルを確実に進めていくには、技術的知

見に基づく基準類等を正確に理解し、的確に実行することが求められる。 

各種、維持管理に関する指針・手引等については、内容を共有すると共に講

習会の参加など専門技術者の育成・メンテナンスの質の向上を図っていく。 

 

《参考：国立大学法人等施設の維持管理等に関する指針・手引》 

（点検・診断） 

・「国立文教施設保全指針」（平成 12 年 3 月 文部省大臣官房文教施設） 

○施設の維持管理にあたり配慮すべき基本的事項を示した指針 

 ・「大学施設の性能評価システム」（平成 23 年 3 月 文教施設研究センター） 

  ○建物各部の老朽状況や教育研究基盤機能などの五つの評価指標により施

設の状態を複合的に判断する手法を示した手引 

 ・「国立大学等施設設計指針」（平成 26 年 7 月改訂 文部科学省大臣官房文教

施設企画部） 

  ○施設の機能面の点検・診断やその結果を改修等へ反映させる際に参照で

きる、施設を設計する際の基本的考え方や留意事項を示した指針 

 

 （行動計画・個別施設計画の策定） 

 ・「国立大学法人等施設整備 5か年計画」（平成 13年度～文部科学省大臣決定） 

 ・「国立大学等キャンパス計画指針」（平成 25 年 9 月 文部科学省大臣官房文

教施設企画部） 

  ○国立大学法人等が行動計画・個別施設計画を検討、策定する際に参照、

考慮が必要な、施設整備の中長期的な方針やキャンパス計画策定のため

の指針 

 ・「国立大学法人等施設ＬＣＣ算定ソフト」（平成 23 年 6 月 文部科学省） 
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  ○ライフサイクルコストの計算により修繕・改修等の概要額を簡易に算定

するソフト 

 

 （具体的取り組み事例等） 

 ・「大学経営に求められる施設戦略～施設マネジメントが教育研究基盤を強化

する～」（平成 27 年 3 月 国立大学等施設の総合的なマネジメントに関

する検討会） 

  ○点検・診断および計画に基づく修繕・改修等の実施の必要性や具体的取

り組み事例の紹介 

 

  



高エネルギー加速器研究機構  14 
 

Ⅵ.中長期的なコストの見通し 

 

 インフラの維持管理の中長期的なコストの見通しを持つためには、実態の把

握が不可欠である。そのため、本行動計画を基に点検・診断を実施し、現状把

握に努め、点検診断結果に基づいた個別施設計画を策定する。また、メンテナ

ンスサイクルの構築を図り、中長期的なコストの把握、トータルコストの縮減

に努めていく。 
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Ⅶ.フォローアップ 

 

行動計画については、予算状況、劣化状況を鑑みて、3年を目途に見直しをかけ

ていくこととし、現状に合わせた計画として運用していくこととする。 

 


